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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、株主の皆様をはじめとした社会から信頼され、期待されつづけることのできる企業を目指し、企業価値の向上を図るため弾力的で効率的
な事業をグローバルに展開していますが、事業を展開するにあたってのリスクの把握や法令をはじめとした社内外の約束事が遵守されていること
がチェックされていなければならないと考えています。

経営方針、中長期方針、事業計画を定め、子会社も含めて徹底するとともに、取締役会、経営会議、事業本部ごとの事業執行会議等の会議体を
通じて情報の共有化を図りながら、事業本部と機能本部がそれぞれの役割を特化させつつ連携することで、当社グループとして効率的に、事業の
推進を行ってまいります。

経営方針等の共有化や定期、随時の会議体を通じて、あるいは自主自立を前提としながらもショーワ・コーポレート・ガバナンス体制を世界展開す
ることにより、グループ業務の適正を確保してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則1-2-4】　株主総会における権利行使

当社は、書面による議決権行使制度を採用していますが、海外機関投資家の皆様の議決権行使環境を含め、現状では、株主の皆様による議決
権行使に大きな支障はないものと考えているため、電子行使制度は採用していませんが、株主の皆様のご意見・ご要望も参考にしつつ、各種手
続・費用等を勘案し、引き続き検討を進めてまいります。なお、招集通知につきましては、狭義の招集通知の英訳を当社ウェブサイトに掲載してお
ります。

【原則4-8】　独立社外取締役の有効な活用

当社は、本年6月下旬の株主総会にて、役員体制の見直しを提案させていただく予定です。

当該株主総会にて承認をいただければ、社外取締役比率3分の1を満たすこととなります。

【原則4-11】取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件

当社の取締役会は、現在、取締役12名（監査等委員である取締役4名を含む。いずれも男性で日本国籍を有する。）で構成されており、優れた人
格、見識、能力及び豊富な経験とともに高い倫理観を有している者をメンバーとして適切に運営されております。取締役会の構成メンバーについて
は、経営、技術、財務・会計、法律等の専門性や異なるバックグラウンド・経験等（海外での勤務経験を含む）を考慮したものとなっておりますが、
ジェンダーや国籍等、多様性の確保に向けた検討を継続してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4】　株式の政策保有及び政策保有株式に係る議決権行使に関する基本方針

・当社は、中長期的な観点で、当社の事業運営に資する取引先等について、取引の性質及び規模等から株式保有の必要性を判断します。保有の
意義が必ずしも十分でないと判断される銘柄については、縮減を図ります。

・主要な政策保有株式については、毎年取締役会において、保有目的・保有リスク・資本コスト等を踏まえて、保有の合理性と必要性について検
証します。

2018年3月末時点の政策保有株式の銘柄数は4銘柄で貸借対照表計上額の合計額は252百万円です。

・当社は、保有株式の議決権行使にあたっては、株式保有の趣旨に鑑みて、当該会社の株主総会の議案に対し、当該会社の経営状況及び当社
の事業運営に対する影響等を考慮して、適切に議決権を行使します。

株主価値が大きく毀損される事態や社会的不祥事等コーポレート・ガバナンス上の重大な懸念事項が生じている場合には反対票を投じます。

【原則1-7】　関連当事者間の取引

取締役が、自己又は第三者のために当社と取引を行おうとする場合は、会社法で定められた手続きに基づき、取締役会の承認を得るとともに、そ
の重要事実を取締役会に報告しています。

また、関連当事者取引を把握すべく、役員及びその近親者と当社グループとの間の取引の有無、さらに、当社役員及びその近親者が議決権の過
半数を実質的に保有する会社と当社グループとの間の取引の有無を毎年役員各々に確認するとともに、主要株主等との取引状況を把握していま
す。

【原則2-6】　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮

当社は、受益者への年金給付を行うため、長期的な視点から許容できるリスクの範囲内で目標とする運用益を獲得できるよう、政策的資産構成
割合を策定し、年金資産の運用を行っています。

また、年金資産運用状況の定期的な確認および年金資産の安全かつ効率的運用を図るうえで重要な事項について審議すること等を目的として運
用に関する知識を備えた人材で構成される年金検討会議を設置しています。

さらに、四半期ごとに運用機関から資産運用状況の報告を受けています。運用コンサルタントを採用し、専門的見地からの助言を得ながら、資産
運用状況の定期的なモニタリングを行っています。

【原則3-1、補充原則4-11-1】

（1）経営理念や経営戦略、経営計画

　　経営理念、経営戦略等については、下記のとおり当社ホームページ、決算短信等において公表しています。

　　　　　　経営理念：当社ホームページにおいて、ショーワフィロソフィーを掲載しています。



　　　　　　経営戦略：中長期方針を定め、有価証券報告書等により公表しています。

　　　　　　経営計画：各事業年度毎の業績見通しを決算短信等により公表しています。

※上記経営戦略、経営計画に対する2018年6月のCGコード改訂の反映は、2019年3月期決算発表以降、実施してまいります。

（2）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　　有価証券報告書　「６　コーポレート・ガバナンスの状況」及び本報告書「１．基本的な考え方」等において公表しています。

（3）取締役及び執行役員の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　　当報告書２の１【取締役報酬関係】をご参照ください。

（4）取締役・監査等委員候補の指名、執行役員の選任を行うに当たっての方針と手続並びに取締役会の全体としての知識・経験・能力のバラン

　　ス、多様性及び規模に関する考え方

　　＜取締役会の構成＞

　　・取締役会は、15人以下の適切な人数で構成します。

　　・取締役会は、会社の重要事項の決定と監視・監督の役割を果たすため、取締役会全体として多様な知識、経験、能力が充実するよう考慮

　　　します。

　　・社外取締役は2名以上とし、別に定める独立性基準を満たす独立社外取締役とします。

　　＜取締役候補者の指名方針・手続及び執行役員候補者の選任方針・手続＞

　　・取締役会は、指名委員会の提案を受け、審議の上、株主の負託に応え取締役としての職務を適切に遂行できる人物を取締役候補者（社長

　　　を含む）として指名し、当社グループの一定の重要な業務執行を担うことができる人物を執行役員として選任します。

　　・監査等委員でない取締役（社長を含む）、又は、執行役員候補者は、性別・国籍等の個人の属性に関わらず、

　　　会社経営や当社の業務に精通し、人格・見識に優れた人物とします。

　　・監査等委員である取締役候補者は、性別・国籍等の個人の属性に関わらず、人格・見識に優れた人物であるとともに、会社経営や当社の

　　　業務に精通した人物、又は、法曹、行政、会計、教育等の分野で高い専門性と豊富な経験を有する人物であることを要することとします。

　　・社外取締役候補者は、社外の独立した立場から経営の監督機能を果たすとともに、各々の豊富な経験と高い見識に基づき、当社の企業活

　　　動に助言を行うことができる人物とします。　

　　・取締役会は、取締役（社長を含む）及び執行役員に法令・定款違反、その他職務を適切に遂行することが困難と認められる事由が生じた

　　　場合には、当該取締役及び執行役員の役位の解職その他の処分または株主総会に対する解任議案の提出について、指名委員会の

　　　提案を受け、審議のうえ決定する。

（5）候補者個々の選任・指名についての説明

　　取締役候補者の選任・指名については、当社ホームページに掲載しております「株主総会招集ご通知」に個人別の経歴を示しています。

　　なお、社外取締役については、個々の選任理由を「株主総会招集ご通知」に記載しています。

【補充原則4-1-1】　取締役会の決定事項と経営会議等への委任の範囲

取締役会は、法令・定款に定められた事項の他、取締役会規則で定めた事項を審議・決定しています。

経営会議等への委任の範囲は、経営会議規則、事業執行会議規則、稟議規則、職務権限規程等の社内規程に定めています。

【原則4-9】　社外取締役の独立性判断基準

当報告書２の１【独立役員関係】をご参照ください。

【補充原則4-11-2】　取締役・監査等委員である取締役の他の上場会社の役員兼任状況

取締役及び監査等委員である取締役の重要な兼職の状況については、当社ホームページに掲載しております「株主総会招集ご通知」に記載して
います。

【補充原則4-11-3】　取締役会の実効性評価

取締役会は、毎年、取締役会全体の実効性について、社外取締役を含む各取締役に対する意見調査等を実施し、その結果に基づき、自己分析・
評価を行い、必要により改善に努めております。

今回の評価でも、重大な問題は認められず、取締役会全体の実効性は確保されていると判断しています。

前回の実効性評価で得られた意見を参考に改善を行った結果、取締役会の実効性、効率性に関わる環境改善が図られました。

本年度においても意見を参考にし、取締役会の監視・監督機能の更なる向上に努めてまいります。

【補充原則4-14-2】　取締役・監査等委員である取締役に対するトレーニングの方針

当社は、取締役及び監査等委員である取締役に対し、就任時に当社の事業、財務、組織及び内部統制システム等に関する研修を実施するととも
に、就任後においては、当社の事業内容をより深く理解するため、事業活動を行っている事業所や子会社等の視察等の機会を提供します。

【原則5-1】　株主との建設的な対話に関する方針

（1）当社における株主・投資家の皆様との対話は、総務部及び経理部が主管し、管理本部長が統括します。

（2）株主・投資家の皆様との対話が適切に行われるため、総務部及び経理部は、各部門と定期的に情報交換を行い、有機的に連携します。

（3）当社は、株主・投資家の皆様に当社事業に対する理解を深めて頂くため、継続的な決算説明会の開催、株主総会における事業報告等の説

　　明、株主通信等の情報資料の送付や当社ホームページにおける情報提供を行います。また、投資家説明会、工場見学会等の対話の機会を

　　適宜設けます。

（4）対話において把握された株主・投資家の皆様の意見は、経営陣に対し、定期的にフィードバックを行います。

（5）これらの活動を行うにあたり、株主・投資家の皆様との対話を行う総務部及び経理部の担当者は、インサイダー及び機密情報の取扱いに関

　　する法令やインサイダー情報管理規程等の社内規則を遵守のうえ、適切に株主・投資家の皆様との対話を行います。

２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満



【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

本田技研工業株式会社 25,447,856 33.50

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 4,676,100 6.16

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,834,700 5.05

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 2,816,600 3.71

ショーワ持株会 1,750,960 2.30

株式会社三菱UFJ銀行 1,291,480 1.70

GOVERNMENT OF NORWAY 1,019,060 1.34

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 965,800 1.27

ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ ＹＯＲＫ ＭＥＬＬＯＮ 140042 940,682 1.24

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 819,012 1.08

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 輸送用機器

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 12 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

水澤恒男 弁護士

三和彦幸 公認会計士

髙田信哉 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

水澤恒男 ○ ○ ―――

弁護士としての高い見識と豊富な経験を生かし
て、監査等委員である社外取締役としての職務
を適切に遂行いただきたいため。

また、同氏と当社の間に特別な利害関係はな
く、一般株主と利益相反が生じる恐れがないと
判断したため、独立役員として指定いたしま
す。



三和彦幸 ○ ○ ―――

公認会計士としての専門的知見とともに、法人
の監事、監査役としての豊富な経験を生かし
て、監査等委員である社外取締役としての職務
を適切に遂行いただきたいため。

また、同氏と当社の間に特別な利害関係はな
く、一般株主と利益相反が生じる恐れがないと
判断したため、独立役員として指定いたしま
す。

髙田信哉 ○ ○ ―――

(株)三越伊勢丹ホールディングスの代表取締
役、常勤監査役を務められ、経営に関する豊
富な経験と幅広い見識により、監査等委員であ
る社外取締役としての職務を適切に遂行いた
だきたいため。

また、同氏と当社の間に特別な利害関係はな
く、一般株主と利益相反が生じる恐れがないと
判断したため、独立役員として指定いたしま
す。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 4 1 1 3 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査室が監査等委員会を補助します。

監査室に所属する従業員は、他部署の従業員を兼務せず、監査等委員会の指揮命令に従います。

また、監査室の人事及び所属者の評価は、執行部門と協議の上、監査等委員会が決定する等、監査等委員会の監査活動が実効的に行なえるよ
う努めます。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会の直属の組織として監査室を置き、適宜指示を行い、あるいは監査室及び会計監査人から、監査の計画、結果等について説明及
び報告を受けるなど、随時、連携し協調を図っています。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名委員会 5 0 2 3 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 5 0 2 3 0 0
社内取
締役

補足説明

取締役会の諮問機関として指名委員会及び報酬委員会を設置し、それぞれの委員会が役員選任、役員報酬の決定に関与することにより、経営
の健全性の担保体制を強化する。



【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

【社外取締役の独立性判断基準】

1．過去10年間及び選任以降において、当社又は子会社の業務執行者でないこと

　　また、近年及び選任以降において、近親者が当社又は子会社の業務執行者でないこと

2．近年及び選任以降において、当社の主要な得意先又は取引先の取締役、業務執行者又はそれらの近親者ではないこと

3．近年及び選任以降において、当社が業務委託しているコンサルタント、会計事務所、法律事務所等に所属する者及びそれらの近親者ではない

　　こと

4．その他、当社と前述に準ずる利害関係がないこと

※「近年」等の定義は、東京証券取引所が定める独立性基準に従う。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

取締役の賞与については、各事業年度の業績等を反映して支給しています。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

取締役に支払われた報酬等については、有価証券報告書、事業報告に総額で開示しています。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬等については、株主総会で決議された限度額の範囲内で、業績、その他、諸般の事情を考慮して、取締役会の承認に基づき決定し
ています。

【取締役及び執行役員の報酬を決定するに当たっての方針と手続】

・当社の役員報酬制度は、企業価値の継続的な向上を可能とするよう、短期のみでなく中長期的な業績向上への貢献意欲を高める目的で設計し

　ます。

・監査等委員でない取締役及び執行役員の報酬は、職務執行の対価として毎月固定額を支給する月度報酬と、当該事業年度の業績に連動した

　賞与によって構成されるものとします。

・監査等委員でない取締役及び執行役員の報酬は、多様で優秀な人材を引きつけることができるよう、他社の水準等を考慮して報酬委員会の提

　案に基づき、取締役会で承認された報酬基準に基づいて支給します。

　なお、賞与は、各事業年度の業績、株主への配当、従業員賞与水準等の事情を勘案して、報酬委員会の提案に基づく取締役会の決議によって

　決定し、支給します。

・監査等委員である取締役の報酬は、職務執行の対価として毎月固定額を支給する月度報酬のみで構成され、多様で優秀な人材を引きつけるこ

　とができるよう、他社の水準等を考慮して監査等委員である取締役の協議によって決定し、支給します。

・自社株式の保有を通じて株主と利害を共有することで、会社の持続的成長と中長期的な企業価値の向上を促進するため、取締役（社外取締役

　を除く）、執行役員は、報酬額のうち一定程度を役員持株会に拠出し、自社株を取得するとともに、在任期間に加えて退任後１年は継続して

　保有します。



【社外取締役のサポート体制】

監査等委員会の直属の組織である監査室に監査等委員会の事務担当者を設置し、情報提供等のサポートをしています。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

＜取締役会＞

取締役会は、重要な業務執行その他法定の事項について決定を行うほか、職務執行の監督を行っています。

取締役会は、規則に定められた定期実施の他、必要に応じて実施しています。

＜監査等委員会＞

監査等委員会は提出日現在、監査等委員である取締役4名(うち社外取締役3名)で構成され、各監査等委員は、監査等委員会が定めた監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役会をはじめとした重要な社内会議に出席するほか、当社及び重要な子会社の業務及び財産の状況の調査等を
通じ、取締役の職務遂行の監査を行っています。

監査等委員会は、規則に定められた定期実施の他、必要に応じて実施しています。

社外取締役には、高い知見と専門性を有する人材を選任しています。

また、監査等委員会をサポートする監査室を設置し、情報提供等のサポートを行っています。

監査室には、効率的で、充実したサポートを行うため、会社の業務全般を把握した人材を配置しています。

＜会計監査＞

会計監査の適正さを確保するため、監査等委員会が、会社法、金融商品取引法に基づく会計監査の報告及び四半期レビューの報告を会計監査
人から受けることとなっています。会計監査人の解任又は不再任の決定の方針につきましては、法令に定められている解任事由に該当する場合
に解任することを検討するほか、その適格性又は信頼性に問題があるなど、必要と認めたときは、監査等委員会の決定に従い、解任又は不再任
の議案を株主総会に提案することとしています。

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、EY新日本有限責任監査法人（2018年7月1日より法人名が変更されました。旧法人名・新日本有
限責任監査法人）に所属する耕田一英氏及び遠藤正人氏の２名です。当社における会計監査業務の執行の継続年数は、耕田一英氏は７年、遠
藤正人氏は５年となっています。また、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、公認会計士試験合格者等６名、その他９名で構成されて
います。なお、2018年3月期をもちまして、耕田一英氏は退任し、2019年3月期より、EY新日本有限責任監査法人に所属する堀越喜臣氏が当社に
おける会計監査業務を執行しています。

＜組織運営＞

経営方針、中長期方針、事業計画を定め、子会社も含めて徹底するとともに、取締役会、経営会議、事業本部ごとの事業執行会議等の会議体を
通じて情報の共有化を図りながら、事業本部と機能本部がそれぞれの役割を特化させつつ連携し、効率的に業務を執行しています。

＜経営会議＞

当社は、取締役及び執行役員から構成される経営会議を置き、取締役会の決議事項等について事前審議を行うとともに、取締役会から委譲され
た権限の範囲内で、経営の重要事項について審議しています。

＜事業執行会議＞

当社は、事業運営に必要な専門性を有するメンバーで構成される事業執行会議を、「二輪・汎用事業本部」「四輪事業本部」「ステアリング事業本
部」「駆動事業本部」の四つの事業本部ごとに設置し、グループ全体として各事業の業務運営が有機的に行われるよう審議、調整しています。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

取締役の業務執行に対して、各会議体を通して事前に、かつ詳細に、適法性、妥当性の審議を行う体制を置いていることに加え、社外取締役３名
を含む４名からなる監査等委員会が、これらの会議や監査室の監査情報の共有、重要書類の閲覧、取締役との定期情報交換などを通して、取締
役の職務の執行状況を適切に把握の上、社外の視点から経営への監視機能を果しており、当社の業容、組織規模においては、現状のガバナン
ス体制が適切と判断しています。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

その他
株主の理解を深めるため、映像資料を用いた事業報告を実施しています。

総会会場に当社製品の展示を実施しています。

また、法令に沿って、株主総会における議決権行使結果を開示しています。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

決算説明会、会見を年4回開催しています。

（第2、第4四半期は、社長が出席・説明しています。）
あり

IR資料のホームページ掲載

当社ホームページ

（https://www.showa1.com/jp/ir/index.html）にて各種の情報を掲示していま
す。

また、海外投資家向けに年1回、定時報告として英文による事業、業績、財務
情報（Annual Report)を作成し、当社ホームページ上に掲示しています。

IRに関する部署（担当者）の設置
アナリスト・投資家の皆様からのお問い合わせに随時、対応させていただいて
います。

その他
株主に対して、半期ごとに事業、業績、財務情報（招集通知・株主通信）を発信
しています。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

お客様や社会からの信頼をより確かなものとするため、当社グループで働く一人ひとりが
共有する行動指針として、「私たちの行動指針」を制定しています。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
製品の開発・生産・販売・サービス・廃棄というライフサイクルの各段階における環境保全
活動、地域に根ざした社会貢献活動などの取り組みを通じ、企業活動全体を通して社会か
ら信頼と共感を得られるよう努めています。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「私たちの行動指針」において企業情報の公平かつ適切な開示に努めることを定めていま
す。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、内部統制システム整備の基本方針について、取締役会において次の内容で決議しています。

１）取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　SCG（ショーワ・コーポレート・ガバナンス）体制に基づく、以下のコンプライアンス関連の指針、制度、組織について運用を徹底する。

　　・行動指針

　　・コンプライアンス委員会

　　・コンプライアンスホットライン

　　・部門別自己検証システム

　　また、取締役会の諮問機関として指名委員会及び報酬委員会を設置し、それぞれの委員会が役員選任、役員報酬の決定に関与することによ

　　り、経営の健全性の担保体制を強化する。

２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　「文書管理基準」に基づき、取締役会、経営会議等の議事録をはじめ、業務執行にあたっての稟議書等を保存及び管理する。

３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　事業運営上の様々なリスクについては各担当部門、危機対応委員会をはじめとする各種委員会が識別・分類と対処する方策の検討を行い、

　　それらを含めた経営にかかわる重要事項については審議基準に基づき、取締役会、経営会議等に付議し、リスクを評価検討の上、意思決　

　　定、対処を行う。また、大規模災害リスクについては危機対応規程を策定、展開するとともに、危機対応委員会が緊急事態への対応に努め　　

　　る。

　

４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　経営方針、中長期方針、事業計画を定め、子会社も含めて徹底するとともに、取締役会、経営会議、事業本部ごとの事業執行会議等の会議　

　　体を通じて情報の共有化を図りながら、事業本部と機能本部がそれぞれの役割を特化させつつ連携し、効率的に業務を執行する。

５）当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

　　各事業本部に設置した事業執行会議を通じ、子会社の業務執行を監督する。また、子会社における経営上の重要事項については、関係　

　　会社管理規程に基づき、当社の承認又は当社への報告を求める。さらに、自主自立を前提としながらも、コンプライアンス、リスクマネジメン

　　ト等への取組みを含んだＳＣＧ体制や関連諸規程を子会社に展開することにより、当社グループ全体の業務の適正を確保する。

６）取締役及び従業員が監査等委員会に報告するための体制、子会社の取締役、監査役、従業員又はこれらの者から報告を受けた者の監査等

　　委員会への報告体制その他の監査等委員会への報告に関する体制並びに当該報告をした者が報告をしたことを理由として不利な取扱いを受

　　けないことを確保するための体制

　　監査等委員会に対して、会社に重大な影響を及ぼす事項、当社グループの内部統制システムの整備状況、コンプライアンスやリスクマネジメ

　　ントに係る自己検証の結果、コンプライアンスホットラインの運用状況等、監査業務に必要な事項を報告する。また、子会社の監査役監査、会

　　計監査、監査部門等の監査体制を整備し、当該監査結果を当社監査等委員会に報告することをルールとし徹底する。さらに、監査等委員会へ

　　報告を行った当社グループの役職員に対し、当該報告をしたことを理由とした不利な取扱いをすることを禁止することをルールとし、当社グル

　　－プ役職員に周知徹底する。

７）監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る

　　方針に関する事項

　　監査等委員会がその職務の執行にあたり、費用の前払い又は償還の請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が監査等委員会の職

　　務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

８）監査等委員会の職務を補助すべき従業員の取締役からの独立性に関する事項、監査等委員会の上記従業員に対する指示の実効性の確保

　　に関する事項その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　監査室が監査等委員会を補助する。

　　監査室に所属する従業員は、他部署の従業員を兼務せず、監査等委員会の指揮命令に従う。

　　監査等委員会に対して、代表取締役との意見交換の場の確保や経営会議その他の重要な会議への出席を要請する。また、監査室の人事及

　　び所属者の評価は、執行部門と協議の上、監査等委員会が決定する等、監査等委員会の監査活動が実効的に行なえるよう努める。

当期（2018年3月期）における上記体制の運用状況の概要は以下のとおりです。

１）コンプライアンス体制

　　「私たちの行動指針」を制定して法令遵守や違反発見時に当社役員及び従業員が取るべき対応を明確にし、役員研修、入社時研修及び階層

　　別の従業員研修の機会を通じて、周知徹底を図っています。

　　コンプライアンスを推進する責任者として、取締役常務執行役員管理本部長をコンプライアンスオフィサーに任命しています。

　　内部通報窓口として、コンプライアンスホットラインを設置し、提案者保護等を含む運用規程を定めています。

　　コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンスに関する重要事項の審議を行っています。

　　当期、コンプライアンス委員会は5回開催し、コンプライアンスホットラインの運用状況等を審議したほか、SCG事務局より部門別自己検証シス

　　テムに関する報告が行われました。コーポレートガバナンス、コンプライアンス、リスクマネジメント及び企業倫理の観点から部門別自己検証を

　　実施しました。

　　当期、指名委員会は3回開催し、主に取締役及び執行役員の選任及び解任についての検討を、報酬委員会は1回開催し、役員報酬に

　　ついての検討を行い、それぞれ取締役会に提出しました。

２）経営関連資料に関する文書管理規程

　　当社における情報管理の方針は、「文書管理基準」により定められており、取締役の職務執行に係る情報も含まれています。

　　取締役会や経営会議の議事録は、「取締役会規則」及び「経営会議規則」に従い作成され、「文書管理基準」に従い、永久保存しています。稟

　　議書等については、「稟議規則」等に従い、保管されています。



３）リスクマネジメント体制

　　関連する部門、委員会、会議体にてグループの経営成績、財務状況等に影響を及ぼす可能性のある事業等のリスクの識別・分類を行い、審

　　議、対処しています。また、日常的に生じる事業運営上の様々なリスクへの対応策の検討を行うため、「事業執行会議規則」に従い各事業本部

　　により事業執行会議が毎月1回以上開催されています。特に重要な事項については、「取締役会規則」及び「経営会議規則」に従い、それぞれ

　　取締役会又は経営会議でリスク評価を踏まえて検討した上で、意思決定及び対処しています。

　　なお、2019年3月期より、新設したリスクマネジメント委員会がリスクを統括し、より網羅的、効率的にリスクへ対処しています。

４）業務執行体制

　　各本部長をはじめとする執行責任者を通じて、経営方針、全社中長期方針及び期毎の事業計画を全社で共有しているほか、子会社にも周知

　　徹底しています。

　　取締役会、経営会議及び事業執行会議は、事業計画について四半期毎に進捗の報告を受け、その執行状況を監視・監督しています。また、

　　効率的な業務の執行のため、事業本部連絡会を通じて、事業本部及び機能本部が情報の共有及び連携を図っています。

５）グループガバナンス体制

　　各事業本部は、毎月1回以上、事業執行会議を開催しており、各子会社の業務執行を監督しています。また、各子会社は、自社の経営審議基

　　準や決裁ルールの整備を行い、経営の重要事項については、当社の「関係会社管理規程」に従って、当社の事前承認を求め、又は当社へ報

　　告をしています。

　　子会社は、「関係会社管理規程」に従い、重要なリスクを当社に報告するほか、規模や業態に応じたリスク管理体制を整備しています。また、

　　当社の主管事業本部及び主管機能本部が子会社のリスク管理体制の整備・運用状況を確認しています。

　　当社のコンプライアンスホットラインが子会社からの内部通報を受け付けるとともに、主要な子会社は、自社の内部通報窓口を設置していま

　　す。

　　各子会社に対して、SCG自己検証システムを展開しています。また、「経営会議規則」、「事業執行会議規則」、「関係会社管理規程」等の重要

　　な諸規程を子会社に展開しています。

６）監査等委員会の監査体制

　　監査等委員は、取締役会及び経営会議への出席等を通じ、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本項において同じ。）及び執行役

　　員等から業務執行の報告を受けるとともに、その意思決定の過程や内容について監督を行っています。

　　また、監査等委員会に対して、当社の各担当部門及び各委員会が、会社に重大な影響を及ぼす事項、当社グループの内部統制システムの

　　整備・運用状況、コンプライアンスやリスクマネジメントに係る自己検証の結果、各種委員会活動報告等を必要に応じて報告しています。

　　監査等委員会の活動を補助するための組織として、当社の取締役の指揮命令系統から独立した、監査等委員会直属の監査室を設置していま

　　す。監査室は、監査等委員会の職務執行が実効的に行われるよう、監査活動に加え、監査等委員会の事務局機能を果たす等、監査等委員会

　　からの直接の指揮命令を受けて監査等委員会のサポートを実施しています。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

＜反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方＞

当社では、コンプライアンス経営を尊重しており、法令、倫理に反しない行動をとるべきことは、社会の一員として当然のことと認識しています。

そのような認識に相反する反社会的勢力とは、法令遵守の観点からはもとより、正義感や良識に照らしても、一切かかわりをもつべきでないと考
えています。

＜反社会的勢力排除に向けた整備状況＞

コンプライアンス経営の徹底に向けて、その基本となる行動指針について、研修やポケットリーフレットの配布等を通じて社内認識の維持、向上に
努めるとともに、関連部門の行動規範には下記の反社会的勢力への対応規範を定め、これを具現化しています。なお、関連部門の反社会的勢力
への対応にあたっては、取締役をオフィサーとしたコンプライアンス体制のなかでバックアップする体制としています。

・反社会的勢力等から不当な要求を受けた場合、毅然とした態度で接し、金銭等を渡すことで解決を図ったりしません。

・会社または自らの利益を得るために、反社会的勢力を利用しません。

・反社会的勢力及び反社会的勢力と関係ある取引先とは、取引を行いません。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

＜適時開示体制の概要＞

当社は、コーポレート・ガバナンスの根幹の一つであるアカウンタビリティの実践として、さまざまなステークホルダーの当社グループに対する理解
を促進し、また適正な評価をいただくために、迅速、正確かつ公平な会社情報の開示が適切に行われるよう体制の充実に努めております。適時開
示等の情報開示については、情報取扱責任者（管理本部長）を中心とした以下の体制により対応しています。

■会社情報の収集

　総務部、経理部及び当該案件関連部門（子会社含む）を含めたメンバーにて、当該会社情報の収集、管理を行っています。

　決算関連情報については、経理部を中心にその開示資料を作成していますが、その作成過程において随時関連部門（子会社含む）よりの情報

　の収集、管理を行っています。

　なお、情報収集に係るメンバーに対しては適宜、研修等により適時開示に関する認識の維持、向上を図っています。

■適時開示の判断

　情報取扱責任者を長とした総務部、経理部及び当該案件関連部門（子会社含む）を含めたメンバーは、上記の方法により収集された当該会社

　情報について、金融商品取引法をはじめとした各種関連法令ならびに東京証券取引所の適時開示規則等を踏まえて適時開示の協議を行い、

　その適否を判断します。

　適時開示が必要と判断した場合、情報取扱責任者は、その都度取締役社長や監査等委員にその内容等について、報告を行います。

■外部への公表

　当該会社情報についての開示資料及び開示時刻等が取締役会等にて承認された後、情報取扱責任者は、速やかに開示（東証、TDnet登録、資

　料投函等）を実施しています。

　また、当社ではさまざまなステークホルダーの利便性を考慮して、開示後に当社ホームページ（https://www.showa1.com/）にても当該会社情報

　を掲載しております。


